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当すると思われる。
　なお、日本やデラウェア州を含むアメリカの各州のように、子会社による親会社
株式の議決権が認められていない法制で設立された会社が、本判決のような組織再
編を通じて、パナマのように、それが認められている法制の子会社になれば、日本
法などを回避することも可能になるが、このような組織再編行為は妥当であるかと
いう議論は、今後検討すべきであるようにも思われる。
　本評釈は、以上となるが、従来の議論と比較して、子会社による親会社株式の議
決権行使を含む設立準拠法の適用範囲をめぐる議論の明確化に貢献できれば幸いで
ある20。
＊　本稿は、JSPS科研費19K01386の助成を受けたものである。
20　 この点について、筆者は、2020年12月の第133回（2020年度）国際私法学会研究大会にお
いて、「会社従属法における設立準拠法の適用範囲～アメリカの内部事項理論を参考に～」
のテーマで、より詳細な検討を行った。
